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第１ 概要 

１ 運営 

当館に関する事務は沖縄県総務部総務私学課が所掌しています。当館の管理運営業務

は、指定管理者である公益財団法人沖縄県文化芸術振興会が、「沖縄県公文書館の管理に関

する基本協定書及び仕様書」（資料 1）に基づき行っています。（館外貸出の許可、寄託文書

の受入、行政財産使用許可等の業務を除く。）「沖縄県公文書館に係る指定管理者制度運用

委員会」が、指定管理者業務実績を評価しています。（資料 2 委員名簿） 

２ 予算 

当館の管理運営や各種事業は、下記の事業費により行われました。 

予算額 決算額 

(1) 公文書館維持管理費*1 433,000 207,492 

(2) 公共施設マネジメント推進事業費*2 5,901,000 5,328,730 

(3) 公文書館指定管理費*3 225,751,000 222,926,075 

(4) 琉球政府関係文書デジタル・アーカイブ事業*4 95,797,000 84,414,000 

(5) 在米沖縄関係資料収集公開事業*5 12,419,000 12,419,000 

(6) 沖縄戦証言記録音声のインターネット公開事業 13,985,400 13,985,400 

(7) 公文書適正保存推進事業 3,110,800 3,110,800 

合計 357,397,200 342,391,497 

*1県総務私学課の沖縄県公文書館運営に係る経費

*2県管財課の公文書館建物及び付帯設備に係る修繕費

*3指定管理者が公文書館を管理運営するための指定管理料

*4沖縄県が沖縄振興特別推進交付金を活用し琉球政府関係文書をデジタル化し、公開する事業費

*5沖縄県が沖縄振興特別推進交付金を活用し在米沖縄関係資料を収集し公開する事業費

*6戦後 80周年記念事業として実施した公文書館所蔵の音声テープをデジタル化し公開する事業費

*7沖縄県が単独事業として実施する本庁舎改修に係る文書整理において公文書等を管理・保存する事業費

３ 利用状況 

閲覧室の入室については、2023 年（令和 5）5 月 8 日から新型コロナウイルス感染症の感染法

上の位置づけが 5類に移行したことから、予約閲覧制（完全予約制）の入室制限を緩和し、利用サ

ービスの向上を図るため予約優先制に替えて実施しました。昨年度よりも閲覧室入室者数、展示

室入室者数、視察見学者数は増加しました。一方で、電気料金高騰の影響により、講演・講座・映

写会の館内普及行事は実施しませんでした。 

（１）入館者数

令和５年度 令和６年度 令和７年度 前年度比較 

入館者数（人） 10,104 12,568 15,860 +3,292

開館日数（日） 294※ 301 302 +1

入館者数の１日平均（人）*四捨五入 34 42 53 +11

※台風襲来に伴う臨時休館：令和5年6月1日、8月1日、2日、5日。
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（２）入館者の利用内容 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 前年度比較 

閲覧室入室者（人） 2,903 4,089 4,499 +410 

展示室入室者（人） 7,201 8,479 11,361 +2,882 

視察見学（人） 583 590 649 +59 

館内普及行事（人） 0 0 0 0 

※展示室入室者は、機械がセンサーで自動的にカウントし、その他は、職員が目視でカウントしています。 

 

（３）その他利用サービスの利用者数 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 前年度比較 

ホームページ（アクセス数）  297,906 394,700  467,414 ＋72,714 

レファレンス[TEL等]（人） 4,545 4,990 5,855 +865 

館外普及行事[移動展等]（人） 0 0 0 0 
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第２ 事業報告 

１ 収集・整理事業 

１．１ 収集・整理状況 

  （令和 8年 3月 31日現在） 

資料群名 単位  
資料収集数 資料登録数(*1) 

令和７年度 累計 令和７年度 累計 

琉球政府文書 
簿冊 0  160,692  0  160,692  

箱 0  970  0  215  

沖縄県文書 箱 2,805 45,839(*2) 
1,613

（2,124） 

23,933

（55,339） 

行政刊行物 件 893 88,726 421 70,632 

USCAR 

文書  

マイクロフィルム(*3) コマ 0 3,484,973 0 3,506,595 

映像フィルム 巻 32 403 32 403 

沖縄占領関係写真(空中写真含む)  件 3,388 50,976 3,388 50,811 

英文資料 

マイクロフィッシュ 枚 0 5,271 0 11,232 

マイクロフィルム リール 0 707 0 707 

文書 件 0 15,352 0 17,281 

映像フィルム(*4) 巻 51 918 51 918 

中琉関係 档案史料(*5) 点 0 346 0 346 

地域資料 文書・刊行物・写真 点 21,328 119,814 79 34,754 

沖縄関係映像資料 巻 0 1,859 0 1,955 

沖縄関係音声資料 巻 0 3,180 0 1,456 

（*1）資料登録数とは、資料の目録がデータベース化され、検索可能な整理を完了した資料の数です。収集後の整理の

段階で分冊する場合があり、統計上「資料収集数」よりも多くなる場合があります。 

また、沖縄県文書資料登録数の（）内の単位は簿冊です。 

（*2）評価選別後廃棄した箱数は除いています。 

（*3）国立国会図書館との提携により行った USCAR文書の収集は、平成 15年度に終了しました。また、収集は保存用、

保全用（バックアップ用）、閲覧用の３セットずつ行っており、ここに掲げた統計の値は１セット分です。 

（*4）オリジナルのみの数で、閲覧用ビデオテープなどの複製物は含まれていません。 

（*5）当館の档案史料は、開館記念特別展、開館 5周年記念特別展及び日本復帰 30周年記念特別展の際に作成した

レプリカ 299点、マイクロ 32点、その他 15点あります。 
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１． ２ 収集 

（１）沖縄県文書 

沖縄県文書の受入にはいくつかの態様があります。本庁知事部局の場合、文書主管課である

総務私学課の管理する文書保存管理室において保存期間を満了した後、廃棄決定されて公文書

館へ引渡されます。執務室で保存期間を満了した文書は、総務私学課と所管課の協議を経た後、

公文書館への引渡を受けています。出先機関についても総務私学課と所属長の協議を経た後、

公文書館へ引渡されます。 

知事部局以外の各種行政委員会や公営企業の文書は、それぞれの機関との個別の調整によ

って引渡されます。 

受入日 受入先名 箱数 

令和 7年 4月 1日 総務部総務私学課 2,564 

令和 7年 6月 17日 八重山福祉事務所 1 

令和 7年 8月 5日 沖縄県教育庁文化財課 59 

令和 7年 8月 19日 企画部統計課 3 

令和 7年 9月 19日 沖縄県立埋蔵文化財センター 3 

令和 7年 11月 7日 土木建築部都市計画・モノレール課 36 

令和 8年 1月 22日 北部土木事務所 68 

令和 8年 2月 20日 教育庁総務課 71 

計 2,805※ 

※上記の引渡文書および移管文書等を当館の資料検索システム（ARCHAS）の引渡文書目録に登載しました。 

 これまでに当館へ引渡された沖縄県文書とともに、インターネットで検索できます。 

 沖縄県公文書館トップページ→資料検索→引渡文書目録： 

https://www2.archives.pref.okinawa.jp/opa/OPA_HWBS.aspx 

 

（２）行政刊行物 

  行政情報センターや県各機関から 893件を受け入れました。 
 
（３）沖縄関係資料（※注 1） 

受入日 内容（受入元・寄贈者） 点数 

令和 7 年 4 月 1日～
令和 8年 3月 31日 

県総務部総務私学課行政情報センター 刊行物（*2） 22 

令和 7 年 4 月 1日～
令和 8年 3月 31日 

県各機関（引渡文書から抜き取り分） 刊行物 55 

令和 7 年 4 月 1日～
令和 8年 3月 31日 

県内の市町村・個人・団体 刊行物 32 

令和 7年 7月 20日 新原和男 新原昭治文書 280  

令和 7年 8月 5日 桑高英彦 桑高英彦文書 56 

令和 7年 9月 16日 ジョン・ミッチェル 在沖米軍関係資料（米情報自由法） 2 
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（*1）沖縄関係資料は、個人・団体から寄贈された沖縄関係の文書類と刊行物を指します。 

（*2）沖縄県行政情報センターから定期的に受け入れる刊行物のうち、沖縄県発行の刊行物を除く国、市町村、個人 

・団体等が発行した沖縄関係刊行物を指します。 

 

１．３ 評価選別  

沖縄県文書3,912箱の評価選別結果明細を県知事に報告しました。その内訳は、保存537箱、

一部保存455箱、廃棄2,920箱です。※明細は、「資料3 シリーズ別評価選別結果」を参照 

 

１．４ 整理 

評価選別により保存が決定した公文書等に記録された内容をもとに体系化した目録データベー

スを整備し、検索の便宜を図りました。また、利用に供するために、以下の作業を行いました。 

①二酸化炭素処理装置による殺虫処理 

②資料に付着したカビやホコリ、金具等の劣化要因の除去 

③保存性に優れた保存箱への収納 

④温湿度管理された保存庫への排架 

⑤紙やマイクロフィルム等のアナログ資料から電子化したデータを館内ネットワークストレージに

移行し、閲覧用として登録 

⑥利用申請された資料に対する個人情報等利用制限の審査及び制限情報の保護措置 

 

（１）目録公開実績 

沖縄県文書及び行政刊行物（2,545冊）、沖縄関係資料（195冊）の目録情報を登録し、公開し

ました。 

ア 沖縄県文書及び行政刊行物 

資料名 
資料数 

（冊） 

農林水産業に係る協同組合検査に関する文書 18 

令和 7年 10月 23日 
小渡律子 在本土沖縄県学生会連絡会（沖学連）関係
資料 

131 

令和 7年 10月 23日 石田惣 米軍戦術地図 92 

令和 7年 11月 20日 個人 若泉敬文書 33 

令和 8年 3月 10日 石川文洋 石川文洋写真資料 20,601 

令和 8年 2月 19日 沖縄県行政情報センター  廃棄対象刊行物 22  

令和 8年 2月 4日 沖縄県議会図書室  廃棄対象刊行物 2  

 合計 21,328 
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農業協同組合に関する文書 69 

土地改良事業の計画決定及び施行認可に関する文書 203 

恩給の支給に関する文書 37 

援護事業に関する文書 25 

障害年金の支給に関する文書 1 

遺族年金・遺族給与金・弔慰金の支給に関する文書 7 

戦闘参加者に関する文書 1 

旧軍人軍属の復員処理に関する文書 23 

戦傷病者戦没者遺族等の援護に関する文書 1 

産業廃棄物処理業及び処理施設に係る許認可等に関する文書 321 

県職員の給与及び退職手当に関する文書 50 

日米地位協定の見直し及び基地の整理縮小に関する県民投票に関する文書 5 

群島政府及び琉球政府時代の選挙管理事務に関する文書 55 

公共工事等の発注及び施工の監督・検査に関する文書 119 

琉球政府における米軍基地対策に関する文書 78 

駐留軍等に係る補償に関する文書 61 

沖縄県における駐留米軍基地対策に関する文書 345 

自衛隊及び防衛施設に関すること 13 

日本復帰前の学校に関する文書 22 

日本復帰前の宮古支庁文書 102 

八重山諸島における開拓移住に関する文書 139 

福祉資金に関する文書 8 

林業に関する書類 9 

戦前文書 4 

日本復帰前の八重山支庁文書 3 

県営土地改良事業に伴う用地等の取得及び損失補償に関すること 17 

琉球政府時代の人事及び給与認定、退職年金等に関する文書 11 

パインアップル等果樹生産の振興事業の実施等に関すること 26 

群島政府及び琉球政府における人事行政に関する文書 328 

自殺対策事業に関すること 23 

計 2,124 

 

イ 沖縄関係資料（英文資料/文書含む） 

資料名 資料数（冊） 

小原一夫文書 47 

山田文比古文書 2 

物資料等(那覇地方裁判所文書) 6 

未シリーズ(個人文書＞その他)：米軍統治下時代の沖縄の通貨(B軍票) 1 
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若泉敬文書 23 

計 79 

 

（２）代替資料目録登録実績 

琉球政府関係文書デジタル・アーカイブ事業で作成した琉球政府文書やUSCAR文書等

6,717点のデジタルデータを館内ネットワークストレージ装置に移行し、システムに登録して利用

できる状態にしました。 

（単位：点） 

代替元資料 
代替元 

資料数 

代替化 

媒体種別 

代替化資料数 

閲覧用 予備用 

琉球政府関係文書 5,531 ストレージ装置 5,531 5,531 

USCAR写真 1,186 ストレージ装置 1,186 1,186 

計 6,717 ストレージ装置 6,717 6,717 

 

２ 保存事業 

２．１ 修復・保存処置  

（１）文書資料の修復・保存処置 

劣化予防のため閲覧利用やデジタル化に支障のある資料を中心に、52簿冊の補修を行いま

した。 

 

処置の内訳                                             （単位：簿冊） 

資 

料 

数 

作業内容 

作業数

のべ計 

劣 
化 
調 
査 

修復 製本 保存容器の作成 

A B C 機械 簡易 上 箱 フォルダー 
エンキャプ
スレーショ

ン 
マウント 

64  0 29 23 12 0 60 0 4 0 0 0 128 

 

（単位：枚） 

修復内容 作業数 
のべ計 クリーニング 簡易補修 脱酸処理 裏打ち等 リーフキャスティング 

2,345 1,298 0 24 0 3,667 

※表中の「修復」は、作業の所要時間内により A・B・Cの段階に区分。 

A=所要時間4時間以内（簡単な補填や綴じ直し、しわ伸ばし等） 

B=所要時間16時間以内（簿冊解体後に簡単な補修をし、綴じ直す場合等） 

C=所要時間16時間以上（簿冊解体後に簡単な補修の後の綴じ直し、または裏打ち等による補填やリーフキャスティン

グ、脱酸処理を行い、綴じ直す場合） 
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（２）強劣化資料補修 

強劣化のため利用に供せない状態にある資料 1冊の補修を年間通して修復担当で実施しま

した（修復枚数：293枚）。 

 

２． ２ 保存対策 

（１）映像フィルム保存措置 

映像フィルムの保存措置として、 518 巻に対してドライクリーニング、放散、薬剤投入し保存

措置を講じました。［実施時季と期間：作業は年間を通して温度、湿度の制御ができるフィルム

整理室で実施した。］ 

 

（２）「保存箱収納資料の劣化予防処置」方法確立のための事前調査 

保存箱内の保存環境（清浄度・空気質）を目視及び測定機材を使用し調査を実施した。調 

査結果を踏まえ「保存箱収納資料の劣化予防処置」方法確立のための事前調査報告及び劣

化予防処置要領をまとめた。 

 

２．３ 代替化 

（１）文書資料 

劣化が進行した、または利用頻度の高い文書資料のデジタル画像を作成し、長期保存用媒

体に収納しました。［12件 1,011 コマ］ 

  

（２）映像資料 

本年度は映像フィルム資料のデジタル化は実施しませんでした。 

 

２．４ 予防対策 

（１）書庫特別清掃 

    1号書庫の保存環境を整備するため特別清掃を業者に委託し実施しました（期間：10月 20 

日～24日）。清掃により資料保存に悪影響を及ぼす害虫やカビの発生を予防しました。 

 

（２）害虫モニタリング 

夏季と冬季の 2 回、1 号書庫~12 号書庫、管理棟玄関、事務室、整理室、エレベーターホー

ル、閲覧室、展示室に害虫捕獲トラップを設置し外部からの害虫の侵入状況を観察し、集計、分

析を行いました。書庫外では外部との接続があるため一定数の捕獲はありましたが、書庫内は

良好な状態を維持しました。 ［トラップ期間：夏季（6月~7月）、冬季（12月~1月）］ 

 

（３）空気環境モニタリング 

   1 号書庫から 11 号書庫（5 号書庫除く）で資料保存に悪影響を及ぼす気体（酢酸ガス、アン

モニアガス、ホルムアルデヒド）の濃度測定を実施し、異常に対して改善策を施しました。測定実

施時期は、本調査を 8月、必要に応じてスポット測定を実施しました。詳細は以下の通りです。 

 酢酸ガス…全書庫で基準値（170ppb）以下の数値を示し良好な状態です。前年まで基準

値を超えていた 7号書庫では、空調機器内の化学フィルタの更新、外気の取込み、映像フ

ィルム保存措置等の改善策の実施により基準値以下の濃度を示し改善傾向にあります。 

 アンモニアガス…全書庫の全測定ポイントでガスは検知されませんでした。 

 ホルムアルデヒド…2 階書庫群の 6 号書庫のみ基準値（80ppb）を超過しました。発生源と



9 

考えられる 3 号書庫にホルムアルデヒド吸着ボードを 20 枚設置したことにより基準値以下

に改善しています。 

 

（４）環境委員会活動 

 委員会を６回開催して館内の保存環境の状況の把握に努めたほか、環境美化活動（梅雨時

期カビ対策清掃と年末清掃）を 2 回実施し、所蔵資料の保存環境を整えるとともに虫菌害の発

生を予防しました。また、災害発生を想定した資料レスキュー訓練（自然空気乾燥法）を実施し

ました。 

 

（５）書庫点検 

    書庫点検を下記のとおり実施し、異常の発見に努めました。 

・ 長期休暇前後点検（ゴールデンウィーク、年末年始休暇） 

・ 台風来襲前後点検（台風 7・8号） 

・ 異常気象後点検（大雨・洪水警報発令時や落雷にともなう停電発生時等） 

 

 

３ 閲覧事業 

３．１ 閲覧・複写申請等 

利用証を交付し、閲覧、複写の申請を受付けています。 

利用種別 
利用証交付

申請（人） 

公文書等閲覧申請 公文書等複写申請 

申請者数（人） 資料数（点） 資料数（点） 枚数（枚） 

一般利用 863 1,212 10,692 7,928 93,375 

行政利用 － 100 649 292 2,011 

合 計 863 1,312 11,341 8,220 95,386 

※「一般利用」と沖縄県職員が公務で利用する際の「行政利用」に区別して算出しています。行政利用の場合は利用

証の交付はありません。 

※参考資料室に配架している図書や空中写真（システム）は閲覧申請せずに利用できるため、本表の数値には含みま

せん。 

 

３．２ 館外貸出・出版物等掲載 

公文書等の館外貸出、出版物掲載等の申請を受付けています。なお、ホームページの「写真が

語る沖縄」、「映像にみる沖縄」、「空から見た沖縄」に登載されている写真や映像は2017年（平成

29）4月から出版物等掲載許可申請が不要となりました。 

 

 

 

 

 

３．３ レファレンスサービス 

公文書等の利用に関する相談を受付けています。5,855件のレファレンスがありました。 

 

 

出版物等掲載許可申請 館外貸出許可申請 

申請者数（人） 資料数（点） 申請者数（人） 資料数（点） 

92 549 0 0 
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４ 普及広報事業 

展示会やＳＮＳ等を通じて公文書館の利用促進を図っています。 

 

４．１ 展示会 

展示室で所蔵資料展等を開催し、11,361人の観覧者がありました。 

事業種別 所蔵資料展（令和6年度から継続） 

期 間 令和7年4月1日（火）～11月16日（日） 

場 所 沖縄県公文書館 展示室 

テーマ 所蔵資料展「戦後80年 沖縄戦の記録」 

参加者数 7,543人 

 

事業種別 所蔵資料展 

期 間 令和7年12月9日（火）～令和8年3月31日（火） 

場 所 沖縄県公文書館 展示室 

テーマ 

「戦後80年 変わる！めぐる！沖縄のお金」 

“EASY COME, EASY GO － The History of Money in Postwar 

OKINAWA” 

参加者数 3,818人 

 

４．２ 視察・見学 

649人の視察・見学を受付けました。※資料 4 視察・見学者の内訳を参照 

 

４．３ ホームページ 

沖縄県公文書館ホームページを運営しており、記事の追加更新を39件、実施しました。主な発

信情報は下記のとおりです。 

（１）お知らせ等 

イベントや施設の利用などに関する情報、公文書館資料を使用した公文書館通信の「あの日の

沖縄」「季節の話題」の情報を発信しました。 

 

（２）刊行物 

『沖縄県公文書館研究紀要 第 28号』※Web版のみ 

 

４．４  SNS 

 沖縄県公文書館フェイスブック・ページを運営しており、記事の追加更新を92件、実施しました。

主に、「展示資料の紹介」「あの日の沖縄」「館からのお知らせ」の情報を発信しました。 

 

４．５ 学校教育連携 

随時、学校からの依頼を受けて、職場見学体験、出前講座等を行い、公文書館に対する理解を

深めるための機会を提供しました。 
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事業内容 実施日 実施場所 

就業体験（首里中学校） 令和8年1月21日～1月22日 沖縄県公文書館 

 

５ 調査・研究事業 

公文書等を適切に管理するために必要な調査研究を行い、職員の資質向上や公文書等に関

する専門的知識の普及啓発を図りました。 

 

５．１ 『沖縄県公文書館研究紀要』第28号（ウェブ版のみ） 

 

５．２ 研修・研究会等への参加    ［ ］は主催者 

期間 研修内容 場所 受講者 

4月 1日 新任職員研修（*1） 館内 課員 

5月 9日 防火管理者講習 那覇市消防局 吉嶺 昭 

5月 12日 
令和 7年度の公文書事業の事業計画
及び体制について） 

館内 課員 

5月 22日～
23日 

古文書保存基礎講座 
九州国立博物
館 

赤嶺 知咲 

6月 12日 
国際アーカイブズ週間記念講演会
［（独法）国立公文書館］ 

オンライン 前原 正人 

6月 13日 
全国公文書館長会議［（独法）国立公
文書館］ 

オンライン 前原 正人 

6月 16日 救急救命講習 館内 課員 

6月 24日、
25日 

データベースを活用したデータ処理
（基本編） 

北谷町 
田港 千晶、赤
嶺 秀鞠 

7月 1日～31
日（配信期間） 

第 47 回文化財の虫菌害・保存対策
研修会【（公財）文化財虫菌害研究
所】 

オンライン 吉嶺 昭 

7月 1日～25
日（配信期間） 

第 1 回自治体向け公文書管理セミナ
ー【（公社）日本文書情報マネジメ
ント協会】 

オンライン 福地 洋子 

論文タイトル 執筆者 

「沖縄県文書」利用をめぐる現状と課題－沖縄県公文書等の管理に関する

条例の施行に向けて－ 
小野 百合子 

書庫内空気環境維持活動－ホルムアルデヒドの検出と対策について－ 新城 邦朝 

沖縄県公文書館におけるレファレンス概況 佐久川 菜々 

西山 絵里子 

沖縄県文書の受入状況と選別結果－公文書管理条例施行前の状況整理

－ 
前之園 悦子 

西常央文書『沖縄の染織工程』保存修復報告 赤嶺 知咲 

那覇市曙町にあった石灰窯の聞き取り調査報告 当山 昌直 
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7月 31日 
IT 調達マネジメント実践講座【（一
社）日本経営協会】 

オンライン 大田 文子 

8月 18日 
～8月 22日 

アーカイブズ研修Ⅰ【（独法）国立
公文書館】 

オンライン 島袋 侑 

9月 8日 資料レスキュー訓練 館内 課員 

9月 12日 
組織を守り職員を守る SNS リスクマ
ネジメント基礎【（一社）日本経営協
会】 

オンライン 西山 絵里子 

9月 19日 
広報担当者が知っておきたい法律マ
スターコース【（一社）日本経営協会】 

オンライン 中村 貴子 

10月 26日 メンタルヘルス対策について 館内 課員 

11月 14日 
図書館等職員著作権実務講習会【文
化庁】 

東京 嘉数 侑 

11月 17日 
①通報訓練 ②消火訓練（屋外消火器
操作訓練） ③避難誘導訓練 

館内 課員 

1月 26日 ハラスメント防止研修 館内 課員 

2月 5・6日 
アーカイブズ研修Ⅱ［（独法）国立公文
書館］ 

オンライン 
小野百合子、与
那覇孝子、仲嶺
清華 

3月 23日 「沖縄の金融史から何を学ぶのか」 館内 課員 

（*1）就業規則及び服務 / 沖縄県公文書館の仕事 / 情報セキュリティ/施設・業務見学ツアー/ IPM: 資料保存の環境

管理 

 

６ 施設管理事業 

公文書館機能が十分に発揮でき、利用者が安全で快適に利用できるよう、施設、設備及び物品 

等の適切な維持管理に努めました。 

 

６．１ 施設設備管理 

（１）施設設備の点検 

日常的に館内外を巡回し、建物・建築工作物（屋根、扉、柵、掲示板等）並びに付帯設備（電気

空調設備、給排水設備、衛生設備、消防防犯設備、昇降機等）の点検を行いました。また、専門

業者に依頼して次の法定検査又は任意検査を実施しました。 

任意又は法定検査 実施回数 

電気工作物保安点検 （月次 4、6、8、10、12、2月／年次 2月） 7 

非常用発電設備保安検査 （7、1月） 2 

空調設備保守点検 （一般 5、9、2月／フィルター5、7、9、2月） 7 

空調制御装置保守点検 （4、5、7、8、9、10、11、12、1、2月） 10 

消防設備保守点検 （機能 7、1月／総合 1月） 3 
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昇降機保守点検 （毎月） 12 

建築基準法 12条に係る定期点検 （11 月） 2 

資料管理システム他情報通信システム保守点検 （毎月） 12 

映像音響機器（9、1月） 2 

その他備品(11月） 1 

（２）施設設備の修繕 

点検等により発見された施設設備又は物品の異常又は不具合に対し、次の修繕を実施しました。 

種別（小規模） 修繕内容 

建物･建具 閲覧棟 2 階オートロック取付工事、地下荷解選別室キーシリンダー取替工事、管理

棟地下１階荷解き選別室自閉ドア修繕、ゴミ庫天井張替工事、7 号・8 号書庫収蔵庫

扉点検及び調整、閲覧棟１階ブラインド修繕工事、隣地境界整備工事、法面防草シ

ート設置工事、１２号書庫移動棚修繕、正門門扉引戸戸車修繕、西側駐車場入口伸

縮ゲート撤去及び鎖鍵取付、閲覧棟１階・２階女子トイレ鍵取替、閲覧棟あしゃぎラウ

ンジ非常口補修工事、管理棟３階消防突入口防鳥ネット補修、北面防鳥ネット補修

工事、管理棟建物裏通路砂利敷整備工事、駐輪場側防鳥ネット補修、閲覧室明り取

り窓ガラス遮光シ―ト張り 18件 

空調設備 BC-2出口温度計取替、エアハン等 Vベルト取替、AHU4活性炭フィルター取替、地

下１階プラットフォーム除湿器取替工事、管理棟１階トイレ換気扇取替修繕、１２号書

庫エアコン新設工事、4 号書庫除湿機ドレン配管設置工事、AHU-1 フィルター取替

修繕、副館長室空調修繕工事、換気扇取替及びメクラ作業、BC-1-2 チラー修繕、３

階書庫ファン点検口設置及び電気工事、AHU-4活性炭フィルター取替 13件 

電気・制御設備 管理棟１階事務室照明用リモコンスイッチ修繕、マイクロ撮影室照明器具安定器取

替、キュービクル漏電リレー取替修繕、非常用発電装置消耗部品交換、整理室・フィ

ルム整理室電源増設工事、照明リモコンスイッチ修繕 6件 

通信設備 電話設備 音声応答機能設定作業臨時点検及び多機能電話機取替修繕、

駐車場監視カメラ移設作業、整理室・フィルム整理室コードレス電話機増設 

４件 

衛生設備 管理棟１階女子トイレフラッシュバルブ修繕、受水槽漏水修理、水栓取替及

び浄水器配管修繕、管理棟１階給湯室ミニキッチン取替工事、管理棟１階給

水バルブ取替工事、閲覧棟１階・２階トイレブース仕切り壁固定作業、管理棟

１階・BF１階トイレ汚水配管修繕、閲覧棟２階男子トイレ洗面台水栓取替、閲

覧棟トイレ便座取替、閲覧棟２階冷水器配管修繕 10件 

消防設備 消防設備修繕（R7/1月点検分）、地下 1階火災報知設備修繕、消防設備修繕（R7/7

月点検分）、消防設備修繕（R7/7月点検分その２） ４件 
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種別（大規模） 修繕内容 

電算室空調機新
設工事 

電算室で使用する中央熱源方式のファンコイルが老朽化して冷房効率が悪

化。さらに、電算室内にある電子機器の重要なデータを保護するためには、

バックアップの空調機器が必要であり、安定的な空調環境を構築するために

複数の空調機器が設置できる個別方式のパッケージエアコンに更新。 

閲覧棟男女トイレ
和式トイレ洋式化
工事 

閲覧棟の和式トイレについては開館時の設置基準に基づき施工されてきて

おり、現在の洋式トイレの普及状況から和式便器の使用に不慣れな若年層

や外国人利用者の増加に対応できない。また座る姿勢で用を足せるため、身

体的負担が少なく、特に高齢者や膝・腰に不安のある方にとって安全である

など、多くの人が楽に使用できることから、和式トイレの洋式化工事を行う。 
 

（主要な事項のみ掲載。沖縄県公文書館の管理に関する基本協定書及び仕様書の定めにより、小規模修繕
は指定管理者が公文書館指定管理料で、大規模修繕は沖縄県が公共施設マネジメント推進事業費で実施し
ました。） 

（３）施設エネルギー・温湿度管理 

資料保存庫内の温湿度基準値を維持するために必要な監視・制御を行いました。また、施設内

の温湿度、換気、照明等を適切に管理・調整しました。  

 

６．２ 保安警備管理 

（１）常駐警備 

火～金曜日は午前 7時半から午後 7時まで、土～月曜日は午前 7時半から午後 6時半まで、

常駐警備員を配置して防犯、防災等に努めました。 

 

（２）機械警備 

警備会社と契約し、常駐警備時間外については、機械警備により侵入者や火災等を監視し、異

常事態には緊急隊員が直ちに対応する体制を整えて防犯、防災等に努めました。 

 

（３）緊急時の対策 

災害等緊急事態が発生した場合に、円滑に初動対応が実施できるように、防犯防災マニュアル

及び夜間・休日を含めた緊急連絡網を作成して備えました。また、消防訓練（通報、消火、避難誘

導）と AEDや心肺蘇生を学ぶ救命講習会、不審者対応訓練を実施しました。 

 

６．３ 施設衛生管理 

（１）清掃 

日常的にトイレ、閲覧室の机・カウンター、くずかご等を清掃するほか、適宜執務室内の清掃を

実施しました。また、定期的に次の特別清掃を実施しました。 

特別清掃箇所 実施回数 

外面窓ガラス清拭 （8､2月） 2 

階段、手すり、シャッター及び門扉等のステンレス錆落とし（9、2月） 2 

カーペット薬液洗浄 （6、12月） 2 

床面洗浄ワックス塗布 （7、1月） 2 
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計 8 

（２）塵芥処理 

施設から排出される廃棄物について、可燃物は毎週月、水、金曜日、不燃物は毎週木曜日に

南風原町許可専門業者へ引き渡して処理しました。 

 

（３）草木整備 

緑地帯4,000㎡の芝・雑草刈り、植栽の剪定、近隣境界地域の雑木伐採や除草により景観の保

全に努めました。 

 

（４）環境衛生 

施設の衛生的環境を確保するため、専門業者に依頼して次の法定検査等を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）感染症対策 

 感染症全般の対策として「沖縄県公文書館の利用に関する感染症対策指針」を定め、来館者に

対する基本的な感染拡大予防策を講じるほか、勤務する職員等も感染予防を徹底しました。 

※資料5 「沖縄県公文書館の利用に関する感染症対策指針」を参照。 

 

７ 機能強化事業 

指定管理者が前年度剰余金を活用した自主事業として行う事業です。 

（１）ビデオテープデジタル化 

  所蔵する視聴覚資料のうち、媒体の劣化や再生機器の陳腐化により視聴が困難なビデオテ

ープ 381本分（VHS:372本、BETA:9本）のデジタル化を実施しました。 

 

８ 沖縄振興特別推進交付金事業 

貴重な公文書である琉球政府関係文書や、米国国立公文書館に所蔵されている米国統治時

代の沖縄関係写真・空中写真・動画をデジタル化、目録を整備したうえで、インターネット上で公開

する事業を実施しました。これにより、これまで沖縄県公文書館の利用が困難であった離島など遠

隔地の方々も資料を閲覧できるようになり、国内外における沖縄研究の発展に寄与しています。 

 

８．１ 琉球政府関係文書デジタル・アーカイブ事業 

（１）デジタル化業務（受託者 株式会社Nansei） 

琉球政府関係文書（1,000簿冊）をスキャンしてデジタル化しました。 

 

法定検査等 実施回数 実施結果 

貯水槽の清掃（2月） 1 良好 

簡易専用水道検査（5月） 1 良好 

飲料水質検査（6，12月） 2 良好 

空気環境測定検査（8、2月） 2 良好 

ねずみ・害虫等防除（法定 7、2月・自主 1月） 3 良好 
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（２）公開データ整備業務（受託者 公益財団法人沖縄県文化芸術振興会） 

デジタル化業務（受託者 株式会社Nansei）で納品された琉球政府関係文書の画像データを長

期保存用媒体へ保存しました（1,000簿冊）。 

また、画像データに対し、沖縄県公文書館管理規則第5条の規定に基づき利用制限審査を行

い（5,548簿冊）、個人情報が含まれる場合は、必要最小限の範囲でマスキング（黒塗り）を施しまし

た。さらに、目録情報を整備し、インターネット上で公開しました（5,548簿冊）。 

加えて、公開サイト「琉球政府の時代」では、資料の紹介記事（5記事）を掲載し、広報誌「琉政

だより」No.21を発行しました。 

 

（３）劣化資料のデジタル化及び修復業務（受託者 公益財団法人沖縄県文化芸術振興会） 

劣化が著しく現状のままではデジタル化が困難な琉球政府文書を修復し、デジタル化を行いま

した（82簿冊）。 

 

８．２ 在米沖縄関係資料収集公開事業（受託者 公益財団法人沖縄県文化芸術振興会） 

（１）収集業務 

米国国立公文書館が所蔵する沖縄に関する写真 3,274点、空中写真 114点、動画 83点をデ

ジタル化して収集しました。 

 

（２）整理・公開業務 

上記業務で収集した資料データに対し、利用制限審査を行い、長期保存用媒体へ保存し、目録

情報を整備して所蔵資料目録に登録しました。 

また、インターネット公開用としてデータ変換、画像補正を行い、写真 3,274点、空中写真 114

点、動画 83点をインターネット公開しました。 

さらに、利用促進を図るため、広報誌「アメリカが撮った戦世」および「昔おきなわ風景探索」

No.9～No.20を発行しました。また、戦後80周年に関連して、収集写真のパネル展「アメリカが撮

った戦世」を沖縄県庁（5日間）、イオンモール沖縄ライカム（3日間）、沖縄県立図書館（6日間）、

沖縄県公文書館（24日間）で開催しました。 

 

9  公文書適正保存推進事業（受託者 公益財団法人沖縄県文化芸術振興会） 

県庁本庁舎改修に係る文書整理時の誤廃棄を防ぎ、歴史資料として重要な公文書等を適切に

管理・保存する業務です。県が作成したリストにより、現物確認を含む県職員の文書選別支援を実

施しました。令和7年度は、4,285冊の現物確認を実施しました（廃棄：385冊、引渡し：595冊、保

管延長：5冊、現物なし：3,300冊）。 

 

10 沖縄戦証言記録音声のインターネット公開事業（戦後 80 周年祈念事業）（受託者 公益財団法

人沖縄県文化芸術振興会） 

当館所蔵の「沖縄戦証言記録」音声資料240点について、文字起こしを行い、音声データに含

まれるセンシティブ情報については必要に応じてマスキング処理を行い、インターネット上で公開

する事業を実施しました。これにより、戦闘の終結から20余年後に記録された沖縄戦体験者の生

の声を広く発信し、沖縄戦の実態に関する研究等の発展に寄与しています。 



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料1】



【資料 2】 

 

沖縄県公文書館に係る指定管理者制度運用委員会委員名簿 

令和８年 3 月 31 日現在 

 

 

畑 知成（弁護士） 

野添 文彬（沖縄国際大学准教授） 

玉城 智子（税理士） 

蔵当 三紀夫（沖縄県建築士会副会長） 

宮城 晴美（新沖縄県史編集委員会副会長） 

 

 



シリーズ別評価選別結果 資料3

　沖縄県文書

大項目名 中項目名 小項目名 保存 一部保存 廃棄

1 法律相談に関すること N28012 保存 1 1

2 沖縄振興開発計画の策定に関すること V00004 一部保存 1 1

3
条例・規制 条例･規則全般 条例、規則、訓令その他の重要な規程等の制定及び改廃に関すること G00062-01 一部保存 2 2 1 5

4 知事部局における文書事務の処理に関すること G00076-04 一部保存 11 11

5 公印の管理に関すること G00078-03 一部保存 1 1

6 行事の後援等に関すること N28020 一部保存 8 8

7
情報公開 情報公開及び個人情報保護に関すること R26002-02 一部保存 11 11

8
組織・定数 県の組織、職制の改廃及び定数管理等に関すること R00031 一部保存 3 2 6 11

9
行財政改革に関する計画等の策定、実施及び推進に関すること G00064-01 一部保存

3 2 2 7

10 指定管理者制度に関すること H03008 一部保存 2 2 6 10

11
附属機関 附属機関等各種審議会・委員会等委員の任命、審議等に関すること N28022-01 一部保存 4 2 6

12
行政不服審査全般 行政不服審査に関すること N28010 保存 2 1 3

13
訴訟等 訴訟等事務に関すること N28002 保存 29 3 32

14 県行政の広報・広聴に関すること N28040 一部保存 1 4 5

15 県政に対する請願及び陳情等の処理に関すること Y00032 一部保存 6 2 6 14

16 国庫支出金の支出負担行為担当官事務に関すること G00081-02 廃棄 1 1

17 国庫支出金の支出負担行為担当官事務に関すること G00081-03 廃棄 26 26

18 物品調達基金の運営管理に関すること L00017-01 廃棄 4 4

19 普通会計の予算の調製に関すること N28014-01 一部保存 1 1

20 普通会計の予算の調製に関すること N28014-02 一部保存 1 10 158 169

21 国庫支出金の要請に関すること N28015 一部保存 1 7 23 31

22 県債の協議、発行及び管理等に関すること N28016-01 一部保存 1 1 11 13

23 予算執行及び会計事務に関すること N28017 一部保存 100 100

24 国庫支出金の執行及び国の会計事務等に関すること N28018-01 一部保存 3 9 12

25 県税の賦課徴収に関すること R26003-01 廃棄 2 2

26 消防費に係る補助金等の交付に関すること E00038 一部保存 4 4

27 土木費に係る補助金等の交付に関すること G00084-02 一部保存 4 4

28 公共土木施設の災害復旧費に係る補助金等の交付に関すること J00030 一部保存 2 4 6

29 農林水産業施設災害復旧に係る災害査定及び補助金交付に関すること M00005-02 一部保存 6 6

30 補助金等の交付に関すること M25031 一部保存 4 15 257 276

31 農林水産業費に係る補助金等の交付に関すること N00005-06 一部保存 1 1

32 民生費に係る補助金等の交付に関すること N00007-02 一部保存 2 2

33 衛生費に係る補助金等の交付に関すること N00010-02 一部保存 1 1

34 沖縄振興交付金事業（一括交付金）に関すること N28044 一部保存 8 15 23

35 公共工事等の発注及び施工の監督・検査に関すること A28012-02 一部保存 2 2

36 公共工事等の発注及び施工の監督・検査に関すること A28012-03 一部保存 1 1

37 公共工事等の発注及び施工の監督・検査に関すること A28012-04 一部保存 11 46 166 223

38 公共施設等に係る建設工事における入札契約に関すること G00085-03 一部保存 78 78

39 公有財産の管理に関すること G00082-04 一部保存 5 2 13 20

40 法定外公共用財産の管理に関すること J00033-03 一部保存 76 16 92

41 自作農財産の管理に関すること L00009-01 一部保存 5 5

42 物品の管理に関すること S28012 一部保存 12 12

43
監査委員監査制度に関すること S28015 一部保存

76 6 131 213

44 外部監査に関すること Y27001 一部保存 1 1

45 会計検査院の実施する会計検査に関すること Y27005 一部保存 1 7 14 22

46 沖縄県組織に属する職員の事務引継ぎに関すること G00074 一部保存 3 3

47 知事部局の職員等及び特別職の人事に関すること N28008-02 一部保存 1 2 23 26

48
給与 沖縄県職員の給与及び退職手当に関すること G00073-06 一部保存 40 40

49
福利厚生 地方公務員災害補償基金に関すること W00013-01 一部保存 2 2

50 市町村等の公務員制度等に係る調査、報告に関すること R00008 廃棄 13 13

51
市町村の廃置分合及び行政区画･名称の設定に関すること R00012 保存

1 1

52 市町村地方交付税の算定及び交付に関すること R00006-02 一部保存 3 2 20 25

53 市町村等の財政状況に係る調査、報告等に関すること R00007-02 一部保存 3 1 8 12

54 市町村地方債の起債等の同意（許可）に関すること R00011-02 一部保存 2 1 8 11

55 地方譲与税の算定に関すること R00046 廃棄 1 1

56 基地交付金及び調整交付金に関すること R00047-01 保存 1 1

57 沖縄県市町村振興資金貸付基金の貸付に関すること R00048 一部保存 1 1 1 3

58
国有資産等所在市町村交付金及び納付金に関すること S28007 廃棄

14 14

59 市町村税に係る市町村支援及び課税、徴収実績等の調査報告に関すること R00009-01 一部保存 1 4 5

60 固定資産の評価及び価格等の決定並びに固定資産関連税の調査報告に関すること R00010-02 一部保存 1 1 5 7

61
住居・人口等 住民基本台帳に係る調査、人口報告に関すること R00023 廃棄 2 2

62
地域振興 ふるさと創生関連事業に関すること R00015 一部保存 1 7 8

補助金等

広報･広聴全般

行政改革

市町村行政

市町村税制

人事

法律･政令全般

ガイド
シリーズ 選別コード

行政不服審査等

広報・広聴

財務

職員

市町村

法律・政令

監査、公表

契約

財産

収入・支出

評価区分
選別結果

計

文書・公印

行政組織

文書･公印全般

行政一般



大項目名 中項目名 小項目名 保存 一部保存 廃棄

ガイド
シリーズ 選別コード 評価区分

選別結果
計

63 公社等外郭団体等に対する指導監督及び調整に関すること H03005-01 一部保存 1 7 8

64 公益法人等の設立等の許認可及び指導監督に関すること R00029-05 一部保存 5 3 5 13

65
ほう賞及び表彰 ほう賞及び表彰全般 国の栄典制度及び知事表彰に関すること G00034-01 一部保存 20 22 37 79

66 一般旅券の交付手続に関すること J00011-01 廃棄 34 34

67 語学指導等を行う外国青年招致事業に関すること T00001 一部保存 8 8

68 海外技術研修員等の受入事業に関すること T00003-01 一部保存 1 1

69 統計主管課の統計調査に関すること T00009-01 一部保存 4 4

70 港湾統計調査に関すること V00011 一部保存 2 2 4

71 港湾統計調査に関すること V00011-01 一部保存 1 1

72
県議会 県議会全般 県議会に関すること Y26001-02 一部保存 1 6 54 61

73 全国知事会、九州知事会及び関連団体に関すること N28021 一部保存 3 7 10

74
　国内外の地方自治体との連絡協議会、会合、サミット等に関すること N28035 一部保存

1 1

75 　重点施策、知事の基本施策、主要施策等に関すること N28033 一部保存 1 1 4 6

76 離島、過疎地域及び辺地の振興計画の策定、推進に関すること N28041 一部保存 1 2 3

77 選挙管理事務及びその他事務に関すること H03001 一部保存 3 3 51 57

78 選挙管理事務及びその他事務に関すること H03001-01 一部保存 1 11 12

79
社会資本 社会資本全般 工事等の積算基準及び公共事業労務費調査に関すること S28004 廃棄 8 8

80 地価調査に関すること A28003 一部保存 8 2 10

81 土地収用法に基づく事業認定に関すること J00031-01 一部保存 2 2 4

82 土地等の収用又は使用に係る裁決に関すること J00035-01 一部保存 1 1

83 用地取得及びこれに伴う損失補償等に関すること S28018 一部保存 2 11 13

84 都市計画法に基づく開発行為及び建築行為の許可等に関すること K00003-02 一部保存 7 19 44 70

85 都市計画の策定に関すること K00015 一部保存 13 1 14

86 都市公園区域内における規制の評価等に関すること K00016 一部保存 5 5

87 建築基準法に基づく建築物の建築許可及び認定等に関すること R00043-01 一部保存 3 3

88
建築確認・検査及び建築主事に関すること R00044-05 一部保存

28 28

89 都市公園施設の管理･運営及び行事の実施に関すること W00009 廃棄 6 6

90

市街地再開発
市街地再開発事業に関すること M25003 一部保存

1 2 3

91
区画整理 土地区画整理事業に関すること K00019-02 一部保存 1 1 2

92
補助金等 土地区画整理事業に係る国庫補助金等に関すること K00010 一部保存 2 2

93
港湾 港湾の管理運営に関すること L00001-01 一部保存 2 2

94
補助金等 離島航路対策補助金等の交付事務に関すること R00017 一部保存 1 1

95
防災基盤全般 砂防事業に関すること J00017-01 一部保存 2 2

96
河川 河川区域等及び河川管理施設の管理に関すること J00019-02 一部保存 1 1 3 5

97
水道 水需給動態調査に関すること R00025 保存 1 1 2

98
住宅 公営住宅整備事業に係る補助金等の交付に関すること A26008-01 一部保存 4 4

99 土地改良区等の検査に関すること A28011 廃棄 2 2

100 県営土地改良事業に係る工事の施工に関すること M00004-02 一部保存 1 1

101 土地改良事業に伴う換地計画の策定または認可に関すること N00004-02 保存 2 2

102 沖縄県及び琉球政府における土地改良財産の管理及び処分に関すること Y00013-04 保存 7 7

103 土地改良事業の計画決定及び施行認可に関すること Y00042-03 一部保存 31 3 1 35

104 農林水産業に係る協同組合検査に関すること A28010 一部保存 9 9

105 農業委員会及び沖縄県農業会議に関すること E27006 廃棄 2 2

106 農地の転用及び権利移動の許可に関すること K00001 一部保存 13 13

107 農業振興地域の整備に関すること M00006-03 一部保存 7 7

108
融資・助成 沖縄振興開発金融公庫農業資金の貸付に関すること L00015-02 廃棄 2 2

109 農林水産物の流通・販売・加工対策に関すること M25010-02 一部保存 15 15

110 食品表示の適正化に関すること M25019 一部保存 2 2

111
水産業 融資・助成 漁業近代化資金等の利子補給の承認に関すること E27005-01 廃棄 8 8

112
林業 森林 保安林の指定又は解除に関すること P00003-04 一部保存 16 2 18

113
商工会 産業まつり及び県産品使用奨励事業等の実施に関すること S00036-01 一部保存 2 1 3

114
中小企業 大規模小売店舗の届出の受理に関すること M25025 一部保存 2 2 4

115
伝統工芸 県産工芸品の宣伝普及事業等の実施に関すること S00030-01 一部保存 1 1

116
建設業 建設業者 建設業の営業許可に関すること K00005 廃棄 32 32

117
宅地建物取引業 免許・資格 宅地建物取引業免許及び宅地建物取引士資格登録に関すること K00004-03 廃棄 9 9

118 観光振興に関すること H03006-01 一部保存 1 4 5

119 観光振興に関すること H03006-02 一部保存 3 15 30 48

120 旅行業並びに通訳案内士及び地域限定通訳案内士に関すること T00013 一部保存 1 1

観光全般

土地改良

選挙関係事務全般

国際交流全般

農業

流通加工

都市計画

土地利用全般

重点施策

知事会等

統計･調査全般

公益法人全般

国際交流等

公益法人

統計・調査

総合調整

選挙関係事務

土地利用

都市基盤

観光業

交通基盤

防災基盤

生活基盤

農業・農村

商工業

行政一般

選挙

社会資本

産業振興



大項目名 中項目名 小項目名 保存 一部保存 廃棄

ガイド
シリーズ 選別コード 評価区分

選別結果
計

121
砂利採取 砂利採取業の登録及び採取計画の認可その他の砂利採取行政に関すること J00024-03 一部保存 5 2 1 8

122
鉱業 鉱業権の設定に係る協議に関すること S00033-03 一部保存 1 1

123
危機管理 災害対策 危機管理に関すること H03007 一部保存 1 1

124 消防学校の教育訓練に関すること G00098 一部保存 3 3

125 危険物取扱者及び消防設備士の試験及び免許に関すること M00016 一部保存 1 1

126 不発弾等処理事業に関すること W00005-01 一部保存 6 37 43

127
水防 水防事務に関すること V00003 一部保存 1 5 4 10

128 高圧ガスの製造許可等の保安規制に関すること Y19003-03 一部保存 1 1

129 高圧ガスの製造許可等の保安規制に関すること Y19003-04 一部保存 13 3 4 20

130 火薬類の取締に関すること Y19004-01 一部保存 1 1

131 厚生労働統計に関すること G00017 廃棄 9 9

132 民生委員・児童委員に関すること M25023 一部保存 4 3 7

133
小児慢性特定疾患治療研究事業及び小児慢性特定疾病医療費助成制度に関するこ
と

E00058-02 廃棄 14 14

134 児童福祉施設への入所措置等に係る公費負担に関すること E00061-01 廃棄 4 4

135 保育所運営費負担金に関すること F00031-01 廃棄 28 28

136 児童福祉施設の設置認可等に関すること F00034-01 一部保存 3 1 4

137 児童扶養手当の認定等に関すること J00012-02 廃棄 1 1

138 児童扶養手当の認定等に関すること J00012-03 廃棄 2 2

139 保育士の試験及び登録に関すること M00030 一部保存 4 4

140 保育行政並びに保育所及び認定こども園指導監査に関すること M25012-04 廃棄 38 38

141 要保護児童対策に関すること M25029 一部保存 1 1 2

142 子育て支援に関すること M25030 一部保存 10 10

143 市町村の児童手当の支給事務に関すること R00042 廃棄 3 3

144 母子父子寡婦福祉資金貸付金に関すること L00016-01 廃棄 2 2

145 母子家庭・父子家庭及び寡婦の福祉に関すること M25026 一部保存 4 4

146 先天性代謝異常等検査の実施に関すること S00025 廃棄 4 4

147
高齢者福祉 高齢社会対策の総合企画調整及び高齢者保険福祉事業の実施に関すること R00030-03 一部保存 1 1 35 37

148
女性保護 女性保護事業に関すること M25027 一部保存 1 1

149
生活保護 行旅病人及行旅死亡人の取扱い事務に関すること Q29001 廃棄 1 1

150
県営住宅 県営住宅における入退居及び家賃等の管理に関すること N00001-03 一部保存 12 12

151
消費生活 消費生活全般 消費者行政の推進に関すること R00037 一部保存 7 7

152 雇用創出の基金による事業(緊急雇用)に関すること A26004 一部保存 1 21 22

153 労働委員会における労働争議の調整及び判定等に関すること N28043 一部保存 1 1

154
職業訓練 職場適応訓練に関すること S00014 一部保存 2 2

155
病院 保険医療機関等の指定及び保険医等の登録に関すること D00012-01 廃棄 3 3

156
難病 特定疾患治療研究事業及び特定医療費（指定難病）制度に関すること E00057-02 廃棄 83 83

157
精神通院医療費（自立支援医療）に係る公費負担及び精神障害者保健福祉手帳の
交付に関すること

E00062-01 廃棄 2 2

158 精神保健福祉事業に関すること M25014 一部保存 1 1

159 自殺対策事業に関すること M25022-01 一部保存 2 1 3

160 精神障害者の医療及び保護に関すること S00010-01 一部保存 2 1 3

161
看護教育 看護師等修学資金の貸与に関すること L00014 廃棄 6 6

162 栄養士又は管理栄養士の免許に関すること M00011 一部保存 6 6

163 医師の免許に関すること M00017 廃棄 1 1

164 国民健康保険保険者及び国民健康保険団体連合会への指導監督に関すること M25017 廃棄 2 2

165 国民健康保険事業状況報告に関すること S24002 廃棄 1 1

166
指導 保険医療機関等及び保険医等の指導及び監査に関すること M25016 廃棄 2 2

167
母子保健 特定不妊治療費助成事業に関すること M25013 廃棄 10 10

168 HIV及び性感染症の検査・相談事業に関すること M25021 廃棄 1 1

169 結核医療費に係る公費負担に関すること S00001 廃棄 1 1

170 感染症の発生動向調査に関すること S00004 廃棄 2 2

171 感染症の流行予測調査に関すること S00005 一部保存 1 1

172 栄養改善事業に関すること W00002 一部保存 7 7

173 県民健康づくり推進事業の実施に関すること W00003 一部保存 1 1

174
廃棄物 産業廃棄物処理業及び産業廃棄物処理施設に係る許認可等に関すること J00052-03 一部保存 3 19 5 27

175 土木建築部等が所管する国主導の普及・啓発行事に関すること S30004 一部保存 1 1

176 沖縄県県土保全条例に基づく開発行為の許可等に関すること Y00003-01 一部保存 1 1

177 赤土等流出防止に係る事業行為の規制に関すること J00038-02 一部保存 23 23

178 大気汚染防止に係るばい煙、粉じん発生施設の設置等の規制に関すること J00040 保存 20 20

179 教育庁総務課の業務に関すること S30027-01 一部保存 1 4 5

180 教育庁義務教育課の業務に関すること S30030 一部保存 1 1

181 沖縄県立大学授業料等の減免に関すること G00048-01 廃棄 1 1

182 高校生等への修学支援事業に関すること S28005-02 一部保存 1 54 55

183 教職員の人事に関すること E27011-02 一部保存 1 11 12

184 群島政府及び琉球政府時代の教職員の人事及び給与認定に関すること E27012 保存 2 1 3

185
歴史 『沖縄県史』編さん事業に関すること S30014-02 一部保存 1 1

186 文化財保存事業費に係る補助金等の交付に関すること Q29004-01 一部保存 1 1

187 文化財保存事業費に係る補助金等の交付に関すること Q29004-02 一部保存 1 1

環境保全全般

医療従事者

国民健康保険

公害対策

感染症

予防衛生

母子福祉

労働･失業対策全般

精神衛生

児童福祉

産業保安全般

消防

社会福祉全般

産業基盤

消防防災

産業保安

社会保障

環境・衛生

教育・文化

社会福祉

公的扶助

労働・失業対策

医療

環境衛生

公衆衛生

産業振興

安全・防災

教育

歴史・文化

文化財

学校教育

教育全般

教職員



大項目名 中項目名 小項目名 保存 一部保存 廃棄

ガイド
シリーズ 選別コード 評価区分

選別結果
計

188 文化財の管理に関すること S30011-04 一部保存 2 2

189 文化財課の業務に関すること S30023-02 一部保存 2 1 3

190 文化振興の企画、調整及び推進に関すること H03002 一部保存 2 1 3

191 「国立劇場おきなわ」に関すること S30025 一部保存 1 1

192
戦前公文書 戦前公文書 沖縄県機関が戦前に作成又は取得した公文書等 Z99994 保存 2 2

193
特例選別 特例選別 ガイドライン細目 GL2023-02 一部保存 110 126 533 769

194 各事業共通の廃棄文書に関すること Z99992 廃棄 128 128

195 県機関等が作成する刊行物等に関すること Z99995 保存 4 4

196 Z99999 廃棄 40 40

箱数計 537 455 2,920 3,912

割合(%) 13.73 11.63 74.64 100

※注1　県の業務単位で保存期間満了時の措置にかかるガイドラインを作成し選別した。

※注2　別表第2の収集対象外文書のうち「庶務、経理その他の定型的業務を遂行していく過程で作成される文書」を各課共通の定型的業務に対応させた廃棄文書シリーズ。

※注3　文書箱中に含まれる行政刊行物である。行政刊行物は保存するが、唯一性の高い文書ではないため、選別結果は廃棄とした。

※注4　沖縄県公文書館公文書等管理規程第2条別表第2に定める収集しない文書等。 

収集基準対象外

教育・文化

共通

一次 一次

歴史・文化

文化財

文化

（※注１）

（※注3）

（※注2）

（※注4）（



【資料４】視察・見学者の内訳

番号 利用日時 利用者（個人・団体名）
人数

（人）

1 4月4日 南城市地域活動支援センター野の花 12

2 6月20日 豊見城市　豊寿大学 22

3 5月16日 山口県立大学　データサイエンス研究室 9

4 6月25日 琉球大学高橋ゼミ 20

5 5月28日 琉球大学大学院　建築学プログラム 12

6 6月25日 山川老人クラブ 27

7 5月14日 個人 5

8 5月17日 首里高校 9

9 6月5日 根本彰(地域アーカイブ研究者、東京大学名誉教授) 1

10 6月24日 国連関係者 6

11 5月28日 沖縄県総務部総務私学課 4

12 7月24日 中城村老人クラブ久場百歳会 21

13 6月13日 福原区ミニデイサービス（南城市） 11

14 7月31日 那覇学校図書館司書研究会2ブロック(神原中学校　司書教諭) 9

15 7月11日 安和老人クラブ（名護） 28

16 7月29日 みやび学童クラブ 42

17 7月23日 沖縄大学（管理栄養学科2年）基礎演習ゼミ 21

18 8月21日 北丘学童クラブ　三年生 27

19 10月30日 中国第一歴史档案館 5

20 7月10日 （公財）沖縄県文化芸術振興会 2

21 7月16日 台湾沖縄文化交流研究会 2

22 8月15日 放課後等児童デイサービス　ミライよなばる 15

23 7月18日 カリフォルニア大学サンタクルーズ校・琉球大学国際協働学習プログラム 10

24 8月12日 南風原町立南星中学校平和実行委員会 11

25 7月17日 個人 3

26 7月18日 FORCE BLUE 14

27 8月19日 沖縄県高等学校図書館協議会司書部　南部支部 10

28 9月2日 個人 2

29 12月3日 九州大学憲法ゼミ　赤坂幸一教授のゼミ 19

30 8月26日 文化芸術振興課、インターンシップ生 2

31 8月28日 総務私学課、インターンシップ生 8

32 11月10日 沖縄県自治研修所 33

33 1月30日 沖縄県図書館協会 30

34 11月26日 沖縄県総務私学課 4

35 1月17日 沖縄大学（管理栄養学科2年）基礎演習ゼミ 21

36 11月27日 株式会社TENOHIRA 1

37 1月13日 個人 3

38 1月19日 首里中学校 1

39 2月18日 那覇市立石嶺図書館 6

1



番号 利用日時 利用者（個人・団体名）
人数

（人）

40 2月5日 個人 5

41 1月20日 個人 1

42 1月21日 個人（学生） 3

43 1月29日 個人 2

44 12月10日 個人(元沖縄総合事務局財務部） 2

45 2月10日 県立首里高校 20

46 1月29日 沖縄県図書館協会事務局 3

47 3月27日 放課後等児童デイサービス　ミライよなばる 15

48 3月26日 放課後等児童デイサービス　ミライなかぐすく 12

49 2月26日 デイサービスセンターしおさい 18

50 2月27日 沖縄海邦銀行人事部 4

51 2月27日 琉球銀行人事部 2

52 2月24日 デイサービスセンターしおさい 24

53 2月27日 デイサービスセンターしおさい 18

54 3月11日 デイサービスセンターしおさい 20

55 3月6日 南城市地域活動支援センター野の花 10

56 2月20日 個人 1

57 3月12日 沖縄銀行人事部 1

合計 649
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【資料５】 

令和 5年 5月 8日 

 

沖縄県公文書館の利用に関する感染症対策指針 

 沖縄県公文書館の環境衛生管理の一環として、新型コロナウイルスやインフルエンザな

どの感染症全般から施設利用者の健康被害を防ぎ、安全で安心な利用環境を提供するため、

下記の取組みを実施する。 

記 

対策１ 感染者の入館防止 

（1）下記の該当者に対し、来館･入館の自粛を求める案内を HP や施設入口に掲示する。 

・新型コロナやインフルエンザ等の感染症に罹患している方 

・発熱、咳・咽頭痛等の感染症の症状がある方 

・身近な人が感染症に罹患している方 

（2）入館時の検温をサーモグラフィ等により実施する。 

 

対策２ 飛沫感染の防止 

（1）利用者と接する職員はマスクを着用し、利用者にはマスクの着用を求めない。 

（2）咳やくしゃみをする際の「咳エチケット」を推進する案内を掲示する。 

（3）利用者と対面で会話する閲覧カウンターには飛沫防止パーテーションを設置する。 

（4）閲覧室や講堂等の座席は 1.5m以上の間隔を空けて配置する。 

 

対策３ 必要換気量の確保 

（1）展示室、閲覧室及び講堂（以下「各室」）では、機械換気によって常時換気を行う。 

（2）各室に二酸化炭素濃度測定器を設置し、二酸化炭素含有率を把握する。 

（3）機械換気だけでは換気量が足りない場合（二酸化炭素含有率 1000ppm超）、在室人

数を減らす又は出入口扉を全開して必要換気量を確保するよう努める。 

（4）利用者が自由に出入りする展示室は、密集を回避し必要換気量を確保するため、定

員を 20人とする。また、定員を超える場合は入室を控えるよう入口に掲示する。 

 

対策４ 手指、共用物の消毒（接触感染の回避） 

（1）各室の入口に消毒液を設置し、入室者に手指の消毒を促す。 

（2）ドアノブ、共用机など、多くの人が触れる物については定期的に消毒する。 
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